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１はじめに

それぞれの国において，各々の特徴をもっ

た職業教育の制度が発達してきた。例えば，

イギリスの職業教育制度は，国家の影響を最

小限にとどめて技能形成や熟練労働力の調達

を市場に任せることに特徴を持ち，フランス

では技能形成の主要部分が国家の監督の下に

学校制度の枠組の中で職業教育制度が展開

し，ドイツでは，国家・使用者組織・労組の

協力に基づき，いわゆるデュアルシステムと

いう形態を取って発展してきたことが指摘さ

れている。経済史家アンデッシュ・ニルソン

（Anders Nilsson）によれば，スウェーデンの

職業教育制度は，当初はイギリス型に近い形

態であったが，戦間期にはドイツ型に接近し，

年代にはフランス型の方向に発展軌道

を改めた 。

本報告は，こうしたスウェーデンにおける

職業教育制度の歴史的展開を，中央集権的な

労使交渉システムとしてのスウェーデン・モ

デルとの関係に着目して概観する試みであ

る。また，スウェーデン・モデルとの関係を

見ていく際には，アメリカの政治学者キャス

リーン・セーレン（Kathleen Thelen）が制度の

歴史的展開を把握する際に一つの着目点とし

た「信用の制約（credit constraints）」の問題に

着目したいと考える。つまり，制度が安定的

に継続していくかどうかは，制度を構成する

諸主体と制度との間および諸主体間に相互的

な信頼関係が成立するか否かが鍵となるとい

うことである（セーレン 頁）。

例えば，ドイツでは 年に手工業保護法

が制定され，手工業会議所が認定した熟練資

格に法的な位置づけを与えられた。これによ

り手工業会議所は，熟練を認定するとともに，

各作業場で適正な職業教育が行われているか

どうかを監督する役割を与えられた。適正で

ないと判断されたならば，その作業場は徒弟

を教育する権利を失う恐れがあったのであ

る。それゆえ，職業教育を受ける側からすれ

ば，きちんとした教育を受けることが期待で

きるし，たとえ徒弟の間は低賃金で待遇が悪

くとも，将来的には，労働市場において恵ま

れた地位を得ることを展望できることとなっ

た。他方，教育を施す使用者の側からすれば，

教育を施し教育コストをかけても労働者は修

業を終えると自分のところから立ち去る恐れ

もあったが，徒弟である間は低賃金で雇用す

ることができた。そうした相互の利益の下に

徒弟制（企業内教育制度）が安定的に存続し

ていくことになった（セーレン

頁）。

終身雇用・年功賃金で特徴づけられる日本

的経営（終身雇用・年功賃金）についていえ

ば，従業員は特定の職種に固定されず，様々

な職種を経験しつつ企業内でキャリアを重ね

ていく。職業教育は基本的に企業内で行われ，

そのプロセスを支える主要な制度的前提とな

っているわけである。従業員にとっては，若

いうちは社内ヒエラルヒーの底辺にあって低

賃金でこき使われるかもしれないが，将来的

にはそうしたヒエラルヒーを上昇しながら定

年まで安定的な地位を維持することが望め

た。それに対し，使用者は，様々な教育コス

トをかけても強固な企業アイデンティティを

もった従業員を養成し，フレキシブルにその

能力を活用できたのである（セーレン

頁）。

また本報告では，それぞれの国の職業教育
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１.はじめに 

 

 それぞれの国において，各々の特徴をもっ

た職業教育の制度が発達してきた。例えば，

イギリスの職業教育制度は，国家の影響を最

小限にとどめて技能形成や熟練労働力の調達

を市場に任せることに特徴を持ち，フランス

では技能形成の主要部分が国家の監督の下に

学校制度の枠組の中で職業教育制度が展開

し，ドイツでは，国家・使用者組織・労組の

協力に基づき，いわゆるデュアルシステムと

いう形態を取って発展してきたことが指摘さ

れている。経済史家アンデッシュ・ニルソン

（Anders Nilsson）によれば，スウェーデンの

職業教育制度は，当初はイギリス型に近い形

態であったが，戦間期にはドイツ型に接近し，

1960 年代にはフランス型の方向に発展軌道

を改めた1。 

 本報告は，こうしたスウェーデンにおける

職業教育制度の歴史的展開を，中央集権的な

労使交渉システムとしてのスウェーデン・モ

デルとの関係に着目して概観する試みであ

る。また，スウェーデン・モデルとの関係を

見ていく際には，アメリカの政治学者キャス

リーン・セーレン（Kathleen Thelen）が制度

の歴史的展開を把握する際に一つの着目点と

した「信用の制約（credit constraints）」の問題

に着目したいと考える。つまり，制度が安定

的に継続していくかどうかは，制度を構成す

る諸主体と制度との間および諸主体間に相互

的な信頼関係が成立するか否かが鍵となると

いうことである（セーレン 2022,14頁）。 

 例えば，ドイツでは 1897年に手工業保護法

が制定され，手工業会議所が認定した熟練資

格に法的な位置づけを与えられた。これによ

り手工業会議所は，熟練を認定するとともに，

各作業場で適正な職業教育が行われているか

どうかを監督する役割を与えられた。適正で

ないと判断されたならば，その作業場は徒弟

を教育する権利を失う恐れがあったのであ

る。それゆえ，職業教育を受ける側からすれ

ば，きちんとした教育を受けることが期待で

きるし，たとえ徒弟の間は低賃金で待遇が悪

くとも，将来的には，労働市場において恵ま

れた地位を得ることを展望できることとなっ

た。他方，教育を施す使用者の側からすれば，

教育を施し教育コストをかけても労働者は修

業を終えると自分のところから立ち去る恐れ

もあったが，徒弟である間は低賃金で雇用す

ることができた。そうした相互の利益の下に

徒弟制（企業内教育制度）が安定的に存続し

て い く こ と に な っ た （ セ ー レ ン

2022,56,65-66頁）。 

 終身雇用・年功賃金で特徴づけられる日本

的経営（終身雇用・年功賃金）についていえ

ば，従業員は特定の職種に固定されず，様々

な職種を経験しつつ企業内でキャリアを重ね

ていく。職業教育は基本的に企業内で行われ，

そのプロセスを支える主要な制度的前提とな

っているわけである。従業員にとっては，若

いうちは社内ヒエラルヒーの底辺にあって低

賃金でこき使われるかもしれないが，将来的

にはそうしたヒエラルヒーを上昇しながら定

年まで安定的な地位を維持することが望め

― ―
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制度の特徴を把握するにあたり，職業教育が

行われる場にも注目したい。職業教育制度と

いっても学校や企業，あるいはそれ以外の社

会の中で展開する可能性があり，現実にもそ

のように展開した。そしてそれぞれの場で行

われる職業教育制度が全体の職業教育制度の

中でどのような役割を分担しているか，中心

的に職業教育をどの領域が担ったのかを見る

ことは，それぞれの職業教育制度の特質を探

るうえで有力な観点を与えてくれる。上記の

イギリス，フランス，ドイツの職業教育制度

の特徴づけは，その点に注目したものである

と言える。それゆえ，本報告では，こうした

「信用の制約」という観点に注目するととも

に，企業内での職業教育制度に焦点を当てて

スウェーデンにおける職業教育制度の歴史的

展開を見ていくこととする。企業内の職業教

育制度をめぐって，労使間の，教育を施す側

と受ける側との間の信頼関係が構築できるか

否かが，様々な領域で行われる職業教育制度

における企業内教育の位置を規定し，その国

の職業教育制度のあり方を特徴づけると考え

られるからである。

２．第一次大戦前後の状況

年のギルドの解体や 年の営業の自

由令（Näringsfrihetsförordningen）以後も，ギル

ドで培われた熟練養成システムは，徒弟制

（lärlingssystem）として残った。また，工業化

に伴い，徒弟制は工業にも採用されていった。

しかし， 世紀末から 世紀の初頭にかけ

て，徒弟制の機能不全が指摘されるようにな

った。例えば，技術発展が進むにつれて熟練

のあり方が変化する中で，理論的な教育の必

要性が感じられるようになった。とはいえ，

そうした教育の機会が身近に存在することは

まれであった。 世紀に入って労働時間の短

縮が顕著に進行していたが，特に第一次大戦

終了期に法的に８時間労働日の導入がなさ

れ，労働強化が一層求められてきたのであり，

合理化運動も本格的に進展しはじめていた。

そのような中でこうした認識は高まってきた

のである 。 世紀末になって工業化が本格的

に展開するようになったスウェーデンであっ

たが，その時期にはいわゆる第二次産業革命

の波が及ぶようになっていたのである。

年に選任されて技術教育を対象とし

た政府調査委員会の報告書によれば，学校で

技術教育を行う必要性は，既に 世紀初めか

ら唱えられていた。同世紀半ばにかけて，主

に民間のイニシャティヴにより夜間学校

（aftonskolan），日曜学校（söndagsskolan），ス

ロイド学校（slöjdskolan）がいくつかの都市に

設立され，技術教育を行っていた。 年に

は， 校で合計約 人の者が学んでいた。

年に国家補助を受けるようになり， 年

代から学校設立が相次ぎ，学ぶ者は，

年には 校 人となっていた。しか

し，それでも実質的には ‐ 歳の工・手工

業で働く者のうち ％しか満足に教育を受け

ていないとの指摘もなされたように，職業教

育を目的とした学校制度の未整備は，既に第

一次大戦前にも認識されていた（Tekniska 
kommittén 1911, s.32-128）。その上，学校数や

収容人数の不足のみでなく，教員の待遇が劣

悪でその質が確保できておらず，設備や教材

なども整っていなかった。カリキュラムにお

いては，一般教育に偏り，工業や手工業のニ

ーズを反映させていないことが批判された。

このように当時のスウェーデンの職業教育制

度は，質量ともに欠陥を抱えているため，工

業の発展に熟練労働力の供給が全く追いつい

ていないと評価された。そして，そのことが

経済発展にとって重大な障害となっていると

認識されたのである（Tekniska kommittén 
1912,s.35,43,66,68）。
この問題は，初等学校（folkskolan）につづ

く学校形態の問題と結びついていた。同時期

に，複線型教育制度の下で，エリートではな

い若者に対して，従来の初等学校だけでなく，

さらに高い教育機会を与えることが課題とな

っていたからである。例えば，継続学校

（fortsättningsskolan）の義務化が検討されて

いた。職業学校の問題は，義務教育の延長の

問題と結びつき，職業教育のみでなく市民教

育の問題としても捉えられた（Tekniska kom- 
mittén 1912, s.43, 67-68）。
このように第一次大戦前から職業教育制度

の改革が検討されていたのだが，実際に実施

されるのは 年のこととなった。この年の

実践的幼年学校（praktiska ungdomsskolor）を

めぐる決議として知られる国会決議は，地方

自治体であるコミューン（kommun）に，工・

手工業，商業，家事労働 で働く徒弟に最高２

年（年 ヶ月・平均週 時間）の教育を提供
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制度の特徴を把握するにあたり，職業教育が

行われる場にも注目したい。職業教育制度と

いっても学校や企業，あるいはそれ以外の社

会の中で展開する可能性があり，現実にもそ

のように展開した。そしてそれぞれの場で行

われる職業教育制度が全体の職業教育制度の

中でどのような役割を分担しているか，中心

的に職業教育をどの領域が担ったのかを見る

ことは，それぞれの職業教育制度の特質を探

るうえで有力な観点を与えてくれる。上記の

イギリス，フランス，ドイツの職業教育制度

の特徴づけは，その点に注目したものである

と言える。それゆえ，本報告では，こうした

「信用の制約」という観点に注目するととも

に，企業内での職業教育制度に焦点を当てて

スウェーデンにおける職業教育制度の歴史的

展開を見ていくこととする。企業内の職業教

育制度をめぐって，労使間の，教育を施す側

と受ける側との間の信頼関係が構築できるか

否かが，様々な領域で行われる職業教育制度

における企業内教育の位置を規定し，その国

の職業教育制度のあり方を特徴づけると考え

られるからである。

２．第一次大戦前後の状況

年のギルドの解体や 年の営業の自

由令（Näringsfrihetsförordningen）以後も，ギル

ドで培われた熟練養成システムは，徒弟制

（lärlingssystem）として残った。また，工業化

に伴い，徒弟制は工業にも採用されていった。

しかし， 世紀末から 世紀の初頭にかけ

て，徒弟制の機能不全が指摘されるようにな

った。例えば，技術発展が進むにつれて熟練

のあり方が変化する中で，理論的な教育の必

要性が感じられるようになった。とはいえ，

そうした教育の機会が身近に存在することは

まれであった。 世紀に入って労働時間の短

縮が顕著に進行していたが，特に第一次大戦

終了期に法的に８時間労働日の導入がなさ

れ，労働強化が一層求められてきたのであり，

合理化運動も本格的に進展しはじめていた。

そのような中でこうした認識は高まってきた

のである 。 世紀末になって工業化が本格的

に展開するようになったスウェーデンであっ

たが，その時期にはいわゆる第二次産業革命

の波が及ぶようになっていたのである。

年に選任されて技術教育を対象とし

た政府調査委員会の報告書によれば，学校で

技術教育を行う必要性は，既に 世紀初めか

ら唱えられていた。同世紀半ばにかけて，主

に民間のイニシャティヴにより夜間学校

（aftonskolan），日曜学校（söndagsskolan），ス

ロイド学校（slöjdskolan）がいくつかの都市に

設立され，技術教育を行っていた。 年に

は， 校で合計約 人の者が学んでいた。

年に国家補助を受けるようになり， 年

代から学校設立が相次ぎ，学ぶ者は，

年には 校 人となっていた。しか

し，それでも実質的には ‐ 歳の工・手工

業で働く者のうち ％しか満足に教育を受け

ていないとの指摘もなされたように，職業教

育を目的とした学校制度の未整備は，既に第

一次大戦前にも認識されていた（Tekniska 
kommittén 1911, s.32-128）。その上，学校数や

収容人数の不足のみでなく，教員の待遇が劣

悪でその質が確保できておらず，設備や教材

なども整っていなかった。カリキュラムにお

いては，一般教育に偏り，工業や手工業のニ

ーズを反映させていないことが批判された。

このように当時のスウェーデンの職業教育制

度は，質量ともに欠陥を抱えているため，工

業の発展に熟練労働力の供給が全く追いつい

ていないと評価された。そして，そのことが

経済発展にとって重大な障害となっていると

認識されたのである（Tekniska kommittén 
1912,s.35,43,66,68）。
この問題は，初等学校（folkskolan）につづ

く学校形態の問題と結びついていた。同時期

に，複線型教育制度の下で，エリートではな

い若者に対して，従来の初等学校だけでなく，

さらに高い教育機会を与えることが課題とな

っていたからである。例えば，継続学校

（fortsättningsskolan）の義務化が検討されて

いた。職業学校の問題は，義務教育の延長の

問題と結びつき，職業教育のみでなく市民教

育の問題としても捉えられた（Tekniska kom- 
mittén 1912, s.43, 67-68）。
このように第一次大戦前から職業教育制度

の改革が検討されていたのだが，実際に実施

されるのは 年のこととなった。この年の

実践的幼年学校（praktiska ungdomsskolor）を

めぐる決議として知られる国会決議は，地方

自治体であるコミューン（kommun）に，工・

手工業，商業，家事労働 で働く徒弟に最高２

年（年 ヶ月・平均週 時間）の教育を提供

する義務を定めた。さらに同年の職業学校条

例（yrkesskolstadgan）によって，職業教育を行

う学校に対する国家補助が定められた。これ

らを通じて，職業教育を行う学校の諸形態が

定められ，コミューンを主な担い手として学

校の整備が図られることとなる 。

そのような学校の諸形態としては，第一

に，初等学校修了者を対象として，それぞれ

の職業で職を得ることを容易にすることを目

的とした，全日制の学校があった。作業場学

校（verkstadsskolan）がその主要な形態であ

る。

第二に，初等学校のみでなく継続学校を修

了した者が，働きながらその職業で確固とし

た地位を得るため，基本的な理論的知識や学

校でしか習得できない熟練を身に着ける機会

を提供する徒弟学校（lärlingsskolan）があっ

た。

第三に，この徒弟学校を修了した者を対象

とした学校形態として 職業学校（yrkes-
skolan）があった。 年以下の短期で，特定

のテーマにそったコースの形態をとる。徒弟

学校で得たものを基礎に，知識や技能の幅を

広げ，深める機会を提供することが目的とさ

れた。

その他，コミューンが管轄しない民間のコ

ースがあった。これは，作業場学校や徒弟学

校に相当する内容の教育を行った 。

翌 年には， 職業教育を統括する国家

の機関として学校庁（Skolöverstyrelse）が設立

された。それ以前の工業や手工業関係の職業

教育を目的とした学校の多くは， 世紀に重

商主義政策を担う中心的な官庁として設立さ

れた商務院（Kommerskollegium）の管轄であ

った。しかしこの時に，実業とのつながりが

重視され，職業教育は通常の教育とは別の教

育の領域であるとの見方に対し，あくまで学

校教育の一部門であるとの考えが勝利し，新

たな国家機関として学校庁が設けられたわけ

である。成立した学校庁は，職業教育の他，

初等教育やエリート向けの中等教育も管轄し

た国家機関となる。また，管轄する職業教育

の対象は，工・手工業のみでなく，商業，家

事労働も含むこととなった 。

この 年の国会決議や職業学校条例では，

企業内教育が職業教育の場の中心として見な

され，学校での学校教育はそれをあくまで補

完するものとして位置づけられた。またその

際に，企業内教育（徒弟教育）のあり方を新

たな立法によって規定することが予定されて

いた。ドイツにおいては 年および

年の営業法で，デンマークでも 年の徒弟

法などで徒弟教育の法的規制が実現されてい

たのであり，これらの国の制度がモデルとな

った。しかし， 年に法案が出されたもの

の，企業活動の自由を拘束するものとして使

用者団体の反対が強く，労働組合も団体協約

による解決を求め，結局成立しなかった。そ

れゆえ，スウェーデンでは，これらの国と異

なり，企業内教育の内実を保証し，熟練資格

を公的に認証する制度が欠如したままとなっ

た。そのことは，ドイツのように職業教育を

施す側と受ける側の制度に対する信認を獲得

することを困難とした 。とはいえ第一次大戦

後しばらくは，そのように企業内教育の問題

が解決されないまま，職業教育の問題は後景

に退くこととなる。

３．戦間期の状況

職業教育の問題が再び脚光を浴びるのは，

大恐慌からようやく回復の兆しが見えてきた

年のこととなった。その年 月に社会省

（Socialdepartementet）の下で合理化調査委員

会（Rationaliseringsutredningen）が選任された。

それは，第一次大戦後に合理化運動が一層進

展したことを背景に， 年代の不況や大恐

慌の経験を踏まえ，合理化の負の側面（失業

や労災・職業病）を社会の観点から把握し，

国家，地方自治体，企業間の協力のもとでそ

れに如何に対応していくかを検討課題とし

た。そこでは，このような負の側面への対応

を通じて，恐慌後のスウェーデンに安定した

経済成長をどのように実現するかが模索され

たのである。

それゆえ，そこでの中心的な議論の対象

は，失業問題となった。注目すべきは，

年代以来の失業状況の推移，特にこの 年

代の景気回復期の現状を見て，労働力は衰退

する産業から勃興する産業に自動的に向うわ

けではないと認識されたことである。例え

ば，馬車は次第に自動車に駆逐されていった

が，馬車製造業で働く労働者を自動車産業が

すぐに吸収できるとは限らないのである。ま

た，失業問題は地域によってとりわけ深刻な

様相を呈していることも指摘された。景気が
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回復してきても，特定産業それも構造不況業

種が集中した地域では，失業問題の解決の兆

しは一向に現れていなかった。それは，職業

間の移動とともに地域間の移動が困難である

ことが原因であると見なされた。仕事がある

からといって，誰でもおいそれと見知らぬ土

地に移ることに抵抗があることは確かである

のであり，特に家を所有する者にとっては，

転居に一層の困難が伴うことが想像された

（SOU 1939 : 13, s. 40-43,46-49）。
他方，合理化に伴って労働のあり方が変化

していることも注目された。職務が細分化さ

れ，機械化も進んだことで，確かに職務の単

純化や容易化がもたらされた。そのため，女

性でも多くの職務をこなせるようになってき

たが，労働強度は高まり，生産過程は頻繁に

変更されるようになった。そのため労働者に

は，そうした作業をこなす活力（vitalitet），
目配りが効いて （påpasslighet）新たな作業

の意味や状況をすぐ理解し適応できる（an-
passningsförmåga）といった新たな能力が求

められるようになっていた。旧来の熟練が解

体しても，そのような能力を前提とする新た

な熟練が必要とされていると認識されたわけ

である。また，自動車産業の組立工のよう

に，熟練労働者と全くの単純作業を行う非熟

練労働者の間に，比較的短期間で熟練を習得

しうる半熟練労働（tempoarbete）を行う労働

者が多数現れてきていることも指摘された。

しかし，単純化された作業を短時間に反復せ

ねばならない彼らにも，このような能力が求

められているのであり，彼らに教育を行うこ

とも新しい職業教育の課題とされた 。こう

して委員会は，景気回復期にあって労働力需

要の高まりと失業の並存という事態に直面し

て，有効需要を高め雇用を拡大するという労

働力の需要サイドよりも，供給の側面に注目

していくこととなる。

また，合理化調査委員会は，失業問題を合

理化の負の側面として把握したわけである

が，合理化そのものを社会的に規制すること

については，企業の自由を拘束し，生産諸力

の発展を妨げることだとしてそれを否定し

た。むしろ合理化を促進し，経済発展を推し

進めて，就業機会を増大させると共に，就業

可能性・移動性を高めるべきだと主張したの

である。それゆえ，失業問題に対し，年金受

給年齢の引き下げ，労働時間短縮，既婚女性

の雇用の制限などで対応することは選択され

なかった。縮小均衡ではなく，拡大均衡が目

指されたのである。合理化の推進によって経

済成長を実現する中で失業問題を解決してい

くという方向性も，例えば， 年から 年

まで活動した同じく政府調査委員会である失

業調査委員会（arbetslöshetsutredningen）よりも

明確になったといえる 。

こうして職業間の移動を促し，新たな熟練

のニーズに対応するため，職業教育が経済成

長のための戦略的な領域としてクローズ・ア

ップされてくることとなる。景気回復により

労働力需要が高まっているにもかかわらず，

失業問題の解決とはほど遠い状況であるの

は，何よりも現行の職業教育制度の欠陥に起

因すると考えられた。また，合理化の進展に

ともなって求められる労働力の質が変化して

いることが認識された。職業教育制度の改革

をしてそうした状況の変化に対応した労働力

を供給することが，合理化を推進し，安定し

た経済成長を実現する上で不可避であると主

張されたのである（SOU 1939:13, s.99-100）。
具体的には，失業者向けの作業場学校が，そ

の問題を検討する糸口として注目されること

となる。

まさにその問題を扱ったのが， 年 月

に教育省（Ecklesiastiskdepartementet）によって

選 任 さ れ た 作 業 場 学 校 調 査 委 員 会

（Verkstadsskoleutredningen）であった。大恐慌

対策の一環として設立された失業者向けの作

業場学校の存廃を検討すると共に，それに合

わせて学校教育や企業内教育を含めた職業教

育システム全体の見直しが課題とされた。そ

のため，この委員会の下で大規模な職業教育

の実態調査が行われた 。

調査は，職業教育システム全体が問題を抱

え，機能不全に陥っていることを客観的に裏

づけた。 年の改革で位置づけられたよう

に，実際には職業教育の圧倒的な部分は企業・

職場で担われていた。しかし，ごく少数の大

企業でのみ組織的な職業教育が行われている

に過ぎなかった。概して，労働速度が上がり，

出来高制賃金が普及する中で，ベテランの労

働者による徒弟に対する現場での教育はなお

ざりにされていた。合理化に伴い，例えば，

新しい技術や労働方法を理解し順応すること

が求められてきたように，熟練は身体で覚え

るものから知的能力を通じて吸収するものに

変化しているのにもかかわらず，理論教育は

殆ど行われていなかった。徒弟が仕事をしな

がら通学する徒弟学校も活動は停滞してい

て，ドロップ・アウト率は年 ％にものぼっ

ていたのである（SOU 1938:26, s.92-95）。
この委員会が特に注目したのが，景気循環

の職業教育に及ぼす影響と職業教育の地域的

偏差の問題であった。不況期には企業活動が

縮小し，求人も停滞することにより，企業内

教育も縮減を余儀なくされる。しかし，その

ため，景気回復に向かっても，企業は，すぐ

に熟練労働力を調達できないこととなる。ま

た，地域的に職業学校の分布に偏りがあった。

特に農村では，職業教育機関が不足していた。

このことも熟練労働力の供給を妨げる要因と

なっていた。それゆえ，こうした問題に社会

の側で対応し，景気循環の影響を平準化し，

地域的偏在を是正していかねばならないとさ

れた（SOU 1938:26, s.96-100）。
そこで提案されたのが，県に相当する地方

自治の単位であるランスティング（landsting）
が 運 営 す る 中 央 作 業 場 学 校 （ centrala 
verkstadsskolan）を各地に設立することであっ

た。まずはランスティングごとに平均１校，

全国に 校設立することが目指された（SOU 
1938:26, s.108-09）。この学校は，いくつかの職

業部門（yrkesavdelning）からなり，初等学校

修了者ではなく継続学校修了者を対象とし

た。年限は 年を標準として職種によりフレ

キシブルに定められた。そこには，これまで

と異なる新しい職業で熟練を獲得しようとす

る者も入学しえた。学校と職業生活を直接媒

介するのみでなく，職業経験者を対象とする

再教育も任務としたのである。それゆえ，現

行の職業学校条例での規定では 歳を上限

としたが，将来的には 歳以上も入学しうる

ようにすることが予定された（SOU 1938:26, 
s.122-123, 129-130, 261-265）。何より中央作業

場学校は，不況期に企業内教育が縮小した場

合，それを補うものとして機能することが期

待された。それと同時に，全国各地に配置す

ることで教育機会の地域的不均等が是正され

るはずであった。そして，失業者向けの作業

場学校をこれに転換していくことが提案され

た（SOU 1938:26, s.99-100, 256-258）。
さらに，こうした職業教育を行う学校のあ

り方と関連して，職業教育の管轄機関が問題

となった。これまでは，先に見たように，

年以来学校庁が職業教育を行う学校を管轄し

ていた。しかし，合理化調査委員会も指摘し

たように，労働市場の求める労働力のニーズ

は多様であり，しかも変化していた。そのた

め，初等・中等の普通教育を中心的対象とせ

ざるをえない学校庁では，職業教育を行う学

校と，産業や労働市場における諸利害との間

の連携を進めることに限界があった。それゆ

え，調査委員会は，独立した管轄機関である

職業教育庁（Överstyrelsen för yrkesutbildning）
を新たに設立し，それが職業教育を担当する

べきだと主張した（SOU 1938:54, 39-47, 95-
96）。
一方，戦間期は，労使対立が激化した時期

であった。 年に行われた労働平和会議

（Arbetsfredskonferensen）によって労使の間に

歩み寄りの姿勢がみられたが， 年代に入

り，ストライキ破りに抗議するデモ隊と警察・

軍隊との衝突で死傷者も出たオーダレン

（Ådalen）事件が起こり，労使協調の枠組みを

構築する作業は頓挫していた。そうした対立

の背後に合理化問題があったことは間違いな

い。合理化は，合理化が企業に多大な利益を

もたらしても労働者がその公正な分け前を獲

得することを保証されていなかっただけでな

く，そもそも職を奪い，失業問題を一層深刻

にする危険性をはらむものであったのであ

る。

年に社会民主党政権が成立したが，

大恐慌からの回復のみでなく，産業平和の確

立も突きつけられた課題であった。産業平和

への道筋を模索するために選任されたいわゆ

るノーティン（Nothin）委員会は， 年に

その実現のためには国家介入も不可避と結論

した。このような事態に対し，それぞれ労使

の中央組織である LO と SAF は，同年に，

労使協議の場として労働市場問題協議委員会

（arbetsmarknadskommittén）を結成し，国家

介入を回避し，両者主導の下で労働市場にお

ける秩序の確立を目指すこととなる。その結

果， 年に成立したのがサルトシェーバ

ーデン協約であった 。そして労働市場問題

協議委員会が次に取り組んだ課題の１つが，

職業教育問題であった 。次の節では，この

ようにして整備されていく集権的な労使交渉

システムとしてのスウェーデン・モデルと職

業教育の関係を見ることとする。
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変化しているのにもかかわらず，理論教育は

殆ど行われていなかった。徒弟が仕事をしな

がら通学する徒弟学校も活動は停滞してい

て，ドロップ・アウト率は年 ％にものぼっ

ていたのである（SOU 1938:26, s.92-95）。
この委員会が特に注目したのが，景気循環

の職業教育に及ぼす影響と職業教育の地域的

偏差の問題であった。不況期には企業活動が

縮小し，求人も停滞することにより，企業内

教育も縮減を余儀なくされる。しかし，その

ため，景気回復に向かっても，企業は，すぐ

に熟練労働力を調達できないこととなる。ま

た，地域的に職業学校の分布に偏りがあった。

特に農村では，職業教育機関が不足していた。

このことも熟練労働力の供給を妨げる要因と

なっていた。それゆえ，こうした問題に社会

の側で対応し，景気循環の影響を平準化し，

地域的偏在を是正していかねばならないとさ

れた（SOU 1938:26, s.96-100）。
そこで提案されたのが，県に相当する地方

自治の単位であるランスティング（landsting）
が 運 営 す る 中 央 作 業 場 学 校 （ centrala 
verkstadsskolan）を各地に設立することであっ

た。まずはランスティングごとに平均１校，

全国に 校設立することが目指された（SOU 
1938:26, s.108-09）。この学校は，いくつかの職

業部門（yrkesavdelning）からなり，初等学校

修了者ではなく継続学校修了者を対象とし

た。年限は 年を標準として職種によりフレ

キシブルに定められた。そこには，これまで

と異なる新しい職業で熟練を獲得しようとす

る者も入学しえた。学校と職業生活を直接媒

介するのみでなく，職業経験者を対象とする

再教育も任務としたのである。それゆえ，現

行の職業学校条例での規定では 歳を上限

としたが，将来的には 歳以上も入学しうる

ようにすることが予定された（SOU 1938:26, 
s.122-123, 129-130, 261-265）。何より中央作業

場学校は，不況期に企業内教育が縮小した場

合，それを補うものとして機能することが期

待された。それと同時に，全国各地に配置す

ることで教育機会の地域的不均等が是正され

るはずであった。そして，失業者向けの作業

場学校をこれに転換していくことが提案され

た（SOU 1938:26, s.99-100, 256-258）。
さらに，こうした職業教育を行う学校のあ

り方と関連して，職業教育の管轄機関が問題

となった。これまでは，先に見たように，

年以来学校庁が職業教育を行う学校を管轄し

ていた。しかし，合理化調査委員会も指摘し

たように，労働市場の求める労働力のニーズ

は多様であり，しかも変化していた。そのた

め，初等・中等の普通教育を中心的対象とせ

ざるをえない学校庁では，職業教育を行う学

校と，産業や労働市場における諸利害との間

の連携を進めることに限界があった。それゆ

え，調査委員会は，独立した管轄機関である

職業教育庁（Överstyrelsen för yrkesutbildning）
を新たに設立し，それが職業教育を担当する

べきだと主張した（SOU 1938:54, 39-47, 95-
96）。
一方，戦間期は，労使対立が激化した時期

であった。 年に行われた労働平和会議

（Arbetsfredskonferensen）によって労使の間に

歩み寄りの姿勢がみられたが， 年代に入

り，ストライキ破りに抗議するデモ隊と警察・

軍隊との衝突で死傷者も出たオーダレン

（Ådalen）事件が起こり，労使協調の枠組みを

構築する作業は頓挫していた。そうした対立

の背後に合理化問題があったことは間違いな

い。合理化は，合理化が企業に多大な利益を

もたらしても労働者がその公正な分け前を獲

得することを保証されていなかっただけでな

く，そもそも職を奪い，失業問題を一層深刻

にする危険性をはらむものであったのであ

る。

年に社会民主党政権が成立したが，

大恐慌からの回復のみでなく，産業平和の確

立も突きつけられた課題であった。産業平和

への道筋を模索するために選任されたいわゆ

るノーティン（Nothin）委員会は， 年に

その実現のためには国家介入も不可避と結論

した。このような事態に対し，それぞれ労使

の中央組織である LO と SAF は，同年に，

労使協議の場として労働市場問題協議委員会

（arbetsmarknadskommittén）を結成し，国家

介入を回避し，両者主導の下で労働市場にお

ける秩序の確立を目指すこととなる。その結

果， 年に成立したのがサルトシェーバ

ーデン協約であった 。そして労働市場問題

協議委員会が次に取り組んだ課題の１つが，

職業教育問題であった 。次の節では，この

ようにして整備されていく集権的な労使交渉

システムとしてのスウェーデン・モデルと職

業教育の関係を見ることとする。
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４．スウェーデン・モデルと職業教育

LO と SAF は，労働市場問題協議委員会を

舞台として，サルトシェーバーデン協約に続

き，様々な中央協約を締結することとなる。

年に労働者保護協約（arbetskyddsavtal），
年職業教育協約（lärlingsavtal）， 年に企

業委員会協約（företagsnämndsavtal）， 年に

労働研究協約（arbetsstudieavtal）がそれぞれ結

ばれた。これらは，合理化運動の進展を背景

に成立したといえる。労働者保護協約は，合

理化に伴う労働環境の変化に労使が協調して

対応する枠組を定めたものであり，職業教育

協約は合理化を進展させていくために必要な

技能養成を労使協力して進めていく姿勢を示

したものであり，労働研究協約は，労使協力

して労働研究を推進していくための体制の整

備を目指したものであった。企業委員会協約

は，企業に労使協議機関として企業委員会を

設置し，他の中央協約で定めた内容を企業で

実際に進めていくことを意図して締結され

た。つまり，LO と SAF は，サルトシェーバ

ーデン協約とそれに続くこれらの中央協約に

より，労使協力に基づき合理化を進めて生産

力を増進し，それに伴って生じる様々な問題

も労使協力して解決していく制度的枠組を整

備していったのである 。

職業教育は，この集権的労使交渉システム

の中で主要な領域として位置づけられた。そ

こでまず以下では，職業教育協約の成立とそ

れによって成立した職業教育制度について見

ていくこととする。

これまで見てきたように，合理化調査委員

会や作業場学校調査委員会で行われた職業教

育問題についての調査や議論により，職業教

育の問題状況の把握が進み，学校制度や職業

教育統括機関の改革の方向性が定まってい

た。それゆえ，労働市場問題協議委員会で取

り組まれたのが，これまで職業教育の中心部

分を担ってきた企業内教育の問題であった。

こうして同委員会は， 年に労働市場組

織職業教育問題検討委員会（Arbetsmarknads-
organisationernas yrkesutbildningskommitté）を

選任し，企業内教育の問題についての検討を

進めることとなった 。

この検討委員会は， 年に SAF 加盟企

業でアンケート調査を行った。それにより，

まず，熟練養成が需要に追いついていない実

態が改めて明らかになった。毎年約 人の

熟練労働者が需要されると推定された。それ

ゆえ， 年の教育期間で ％のドロップ・アウ

ト率とすると，約 万人の徒弟が現時点で教

育を受けている必要があるのであるが，実際

には 万人しか教育を受けていないこととな

る。しかも，徒弟教育の内容は全く体系的で

はなかった。この時期においてもなお，作業

場学校調査委員会が指摘したように，理論教

育の不足が目立っていた（AYK 1944, s.41-42, 
55）。
とはいえ，一部の産業や企業ではこの問題

への取り組みが進んでいた。例えば，金属機

械，建築，印刷，木材加工などいくつかの産

業部門では，徒弟期間や賃金等の労働条件や

待遇を定めた条項を含む団体協約が成立して

いた。それゆえ，検討委員会は，労使協調の

下で団体協約を通じて企業内教育の改革を進

めるべきだと主張した。その方が状況に応じ

て，柔軟かつ弾力的に物事を進めていけると

考えられたのである 。

この検討委員会も， 年以来の方針を継

承し，職業教育は企業内教育を主とし，学校

での教育はそれを補完するものであると位置

づけた。すなわち，職業学校で広い範囲の一

般教育と職業教育の基礎を身につけた上で，

それぞれの職場で実践的な技能を獲得してい

く課程が想定された（AYK 1944, s.56-57）。ま

た，雇用条件，雇用数，教育年限，使用者の

（教育）義務，徒弟の義務などについて，各

産業で団体協約により企業内教育（徒弟教育）

に関する一般規定を定めるべきことを主張し

た（AYK 1944, s.65-77）。さらに，各産業で労

使代表からなる徒弟委員会（lärlingsnämnd）を
設立し，協約に基づき，それぞれの産業部門

における職業教育の状況を監視し，発展を推

進することを提案した。例えば，徒弟委員会

は，各産業部門における体系的な教育方針を

作成し，各企業での徒弟教育のあり方をリー

ドする他，職業教育を行う学校とコンタクト

を持ち，教育活動での連携を進める。また，

企業内教育に関連して労使で対立した場合

は，調停を行うなどの役割が期待された。加

えて各企業では，熟練労働者から職業オンブ

ズマン（yrkesombud）を選任することを求め

た。それは，協約の企業レベルでの実施を見

守るとともに，企業内教育をめぐって労使の

意見・要求を調整することを任務とした。徒

弟委員会や職業オンブズマンは，もちろん徒

弟（将来の熟練労働者）の問題ばかりでなく，

半熟練労働者の養成の問題も扱うとされた

（AYK 1944, s.80-81）。
一方，中央レベルでは，SAF と LO が共同

で労働市場職業審議会（ arbetsmarknadens 
yrkesråd）を設立することを提案した。それは

まず，労働市場の動向，特に熟練労働者や熟

練に関する需要動向を把握することを任務と

した。また，各産業の徒弟委員会の活動を調

整し監督する役割や，複数部門にまたがる問

題を扱うとされた。さらに，新設の職業教育

監督機関（職業教育庁）に労使代表を送り込

むプラットフォームとなることも意図された

（AYK 1944, s.83-84）。
地域レベルでは，学校との連携が課題とな

った。そのため，コミューンに職業教育を行

う学校代表や労使代表が委員となる職業学校

委員会（yrkesskolnämnd）を設立し，そうした

地域的連携・協力の場とすることが提案され

た。さらに，職業学校の運営委員会に労使の

代表を出席させることや，職業教育を担当す

る学校教師と企業教育担当者との間の人事交

流など，学校での教育と企業内教育の間での

連携を進めていくことが企図された（AYK 
1944, s.89-90）。

実際，先に言及したように， 年に産業

別の協約の前提として中央協約である職業教

育協約が成立し，これに続いて中央に職業審

議会，各産業に徒弟委員会が設立され，多く

の企業でも職業オンブズマンが選任されてい

く 。このようにして，中央レベル，産業レベ

ル，（地域レベル），企業レベルで職業教育の

問題を労使協力して扱う制度的枠組が整備さ

れていった。

このように企業内での職業教育は，労使中

央組織を中核とする多層的な労使協調の枠組

によって運営されることとなった。その一方

で，学校で行われる職業教育を管轄する職業

教育庁もコーポラティズム的な国家機関であ

り，労使中央組織の代表が大きな影響力を及

ぼした。さらに，失業者に対する再教育の領

域では， 年に労働市場庁（Arbetarmark-
nadsstyrelsen）というコーポラティズム組織

が成立し，いわゆる積極的な労働市場政策を

展開していくこととなる。それゆえ，左の図

に見るように，職業教育の諸領域（企業内教

育，学校教育，失業者の再教育）は，労使中

央組織の協調体制の一環として相互に結びつ

けられることとなった。

５．制度に対する信用構築の失敗

第二次世界大戦が終了すると，戦火を免れ

て工業生産力を維持したスウェーデンは，世

界の戦後復興需要の高まりにいち早く対応

し，経済発展を推し進めることができた。そ

れゆえ，戦時に予想した不況は訪れず，むし

ろ過熱ともいえる好景気を迎えた。こうした

好景気は，基本的には 年代初めまで続い

た。高度成長期の到来である。この時期に福

祉国家建設の本格化とあいまって人々の生活

水準は飛躍的に向上し，スウェーデンに大量

生産・大量消費の時代がもたらされることと

なる。

そうした状況の中で，失業問題に悩まされ

た ・ 年代と打って変わって労働力不足

が深刻な問題となった。労働力不足が賃金上

昇を招いたことは想像に難くない。さらに賃

金上昇は，激しいインフレの要因ともなった。

特に生産性の上昇を上回る賃金上昇といった

現象に象徴される過度なインフレは，経済成

長の足を引っ張るものであった。それゆえ，

戦後期のスウェーデンでは，如何にその状況

を克服するかが最大の論点となった。LO は，

経済全体の状況を配慮し，賃金引き上げ要求

を抑制することを強いられた。このようなイ

ンフレ克服策をめぐって様々な議論が展開し

たが，最終的に 年代半ば以降，連帯賃金

政策とそれを補完する積極的労働市場政策を

推進して，賃金上昇を経済成長の枠内に抑え
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で労働市場職業審議会（ arbetsmarknadens 
yrkesråd）を設立することを提案した。それは

まず，労働市場の動向，特に熟練労働者や熟

練に関する需要動向を把握することを任務と

した。また，各産業の徒弟委員会の活動を調

整し監督する役割や，複数部門にまたがる問

題を扱うとされた。さらに，新設の職業教育
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た。さらに，職業学校の運営委員会に労使の

代表を出席させることや，職業教育を担当す

る学校教師と企業教育担当者との間の人事交

流など，学校での教育と企業内教育の間での

連携を進めていくことが企図された（AYK 
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別の協約の前提として中央協約である職業教

育協約が成立し，これに続いて中央に職業審

議会，各産業に徒弟委員会が設立され，多く

の企業でも職業オンブズマンが選任されてい

く 。このようにして，中央レベル，産業レベ
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第二次世界大戦が終了すると，戦火を免れ

て工業生産力を維持したスウェーデンは，世

界の戦後復興需要の高まりにいち早く対応

し，経済発展を推し進めることができた。そ

れゆえ，戦時に予想した不況は訪れず，むし

ろ過熱ともいえる好景気を迎えた。こうした

好景気は，基本的には 年代初めまで続い

た。高度成長期の到来である。この時期に福

祉国家建設の本格化とあいまって人々の生活

水準は飛躍的に向上し，スウェーデンに大量

生産・大量消費の時代がもたらされることと

なる。

そうした状況の中で，失業問題に悩まされ
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が深刻な問題となった。労働力不足が賃金上

昇を招いたことは想像に難くない。さらに賃

金上昇は，激しいインフレの要因ともなった。

特に生産性の上昇を上回る賃金上昇といった

現象に象徴される過度なインフレは，経済成

長の足を引っ張るものであった。それゆえ，

戦後期のスウェーデンでは，如何にその状況

を克服するかが最大の論点となった。LO は，

経済全体の状況を配慮し，賃金引き上げ要求

を抑制することを強いられた。このようなイ

ンフレ克服策をめぐって様々な議論が展開し
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こみ，それにより安定した経済成長を実現す

ることを政策的な枠組としていくことなる。

すなわち，労働組合運動が全産業部門におい

て同一労働・同一賃金を追求し，企業や産業

に労働生産性向上を促すと同時に，それに耐

えることのできない企業や産業を淘汰する。

それにより，経済構造の高度化が図られた。

その一方で国家が淘汰される企業・産業から

発展する企業・産業へ労働力移動を政策的に

援助することで，この経済構造の高度化を側

面から支えることが意図された。こうして賃

金上昇がおのずと生産性の上昇をもたらすこ

とで，それを生産性上昇の範囲に抑え込むの

と同時に，所得の平準化ももたらすことが目

指されたのである 。

しかし，労働力不足の問題は， 年代初

頭までの高度成長期を通じて解決されずに残

った。もちろん，それは，労働力の総量を確

保することばかりでなく，必要な技能をもつ

労働力を養成するという質的な問題も含んで

いた。サルトシェーバーデン体制の下では，

労使協調に基づき企業内教育の形で技能形成

を推進することが意図されていた。しかし，

それが順調に進展しなかったのである。企業

内職業教育の下にある徒弟数についてのきち

んとした統計はないが， 年に政府によっ

て選任された職業教育専門家調査委員会（De 
yrkesutbildningssakkunniga）の見積もりによれ

ば， 年には徒弟数が 参加の企業で約

２万人であったのが，むしろ 年には 万

５千人ほどに減少した。それに対し，実際に

は３万６千人から４万５千人を養成しなけれ

ばニーズが満たせないと考えられたのである

SOU 1954:11, 52,55 。

では，どうして企業内教育は停滞してしま

ったのであろうか。職業教育専門家調査委員

会は，好況のため，きちんとした訓練を受け

ずとも良い条件で就業する機会がいくらでも

あり，若者が徒弟になりたがらないためであ

ると考えた（SOU 1954:11, 64-65）。確かに

年代には，ベビーブームが起こる一方で，就

業年齢層の内の最も若年層の割合が低下する

傾向が見られた。さらに 年代に入り，連帯

賃金政策が推進されるようになると，賃金平

準化傾向が進み，不熟練・あるいは半熟練職

種と熟練職種の間の賃金格差は平準化される

傾向を見せた。テイラー主義的労務管理が普

及すると，旧来の熟練職種が解体し，労働内

容の単純化が進んで半熟練職種が増大してい

ったことも指摘される 。若者にとって，数年

間にわたって徒弟修業に耐えなくともきちん

と稼げる機会が増えていったのである。

それと同時に使用者にとっては，徒弟教育

にかかるコストも増大していた。先述したよ

うに， 年に職業教育協約が締結され，徒

弟の賃金が団体協約の対象となると，徒弟に

対する報酬は増加傾向となったのである。そ

もそも伝統的に労働組合運動は，企業内教育

（徒弟制）に対して不当に安価に労働力を搾

取する制度とみなして，懐疑的であった。あ

くまでも徒弟を労働者とみなして，正当な賃

金を受け取るべきだと考えていたのである。

これに対して，使用者側にとり，徒弟の労働

力を安価に利用できるのは確かにメリットで

あった。そもそもせっかく教育に投資をして

も，技能を身につけた労働者が他所で働くリ

スクがある限り，徒弟修業中は彼らが安く働

いてくれなければ割に合わなかった。それゆ

え，伝統的に使用者は，徒弟制をあくまで教

育制度と考え，徒弟を労働者とみなすことに

抵抗した 。これに関連して，使用者は企業内

での徒弟数の増加を求めたが，労組の側は徒

弟に対して安価な労働力として濫用されるこ

とを恐れ，むしろ制限を求めたことも指摘さ

れる（Olofsson 2005, s.57）。
一方，若者にとり，徒弟修業を経ずとも実

入りの良い就業機会が広がっていることだけ

が，徒弟となることの魅力を減じているので

はなかった。スウェーデンの労働市場では，

「熟練」労働者の地位は盤石であるとは言え

なかった。徒弟教育を経ても，労働市場で確

固たる地位を得る保証はなかった。徒弟修業

を終えることが熟練労働者であることの必要

条件となり，労働組合への加入条件であった

クラフトユニオンの伝統が存在したイギリス

や，熟練資格の認定が法的な枠組を通じて行

われたドイツと異なり，労働市場で徒弟修業

と熟練資格が結びつけられ，労働者にそれを

持たない労働者に対して特権的な地位をもつ

ようなことはなかったのである。労働市場で

は，しばしば徒弟修業を終了したかどうかよ

りも，就業年数の方が賃金設定で評価された

のである 。前工業化期において，製鉄業など

農村でプロト工業が繫栄し，少なからぬ部分

の技能形成が都市のギルド制の外で展開して

いたスウェーデンでは，労働組合運動におい
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こみ，それにより安定した経済成長を実現す

ることを政策的な枠組としていくことなる。

すなわち，労働組合運動が全産業部門におい

て同一労働・同一賃金を追求し，企業や産業

に労働生産性向上を促すと同時に，それに耐

えることのできない企業や産業を淘汰する。

それにより，経済構造の高度化が図られた。

その一方で国家が淘汰される企業・産業から

発展する企業・産業へ労働力移動を政策的に

援助することで，この経済構造の高度化を側

面から支えることが意図された。こうして賃

金上昇がおのずと生産性の上昇をもたらすこ

とで，それを生産性上昇の範囲に抑え込むの

と同時に，所得の平準化ももたらすことが目

指されたのである 。

しかし，労働力不足の問題は， 年代初

頭までの高度成長期を通じて解決されずに残

った。もちろん，それは，労働力の総量を確

保することばかりでなく，必要な技能をもつ

労働力を養成するという質的な問題も含んで

いた。サルトシェーバーデン体制の下では，

労使協調に基づき企業内教育の形で技能形成

を推進することが意図されていた。しかし，

それが順調に進展しなかったのである。企業

内職業教育の下にある徒弟数についてのきち

んとした統計はないが， 年に政府によっ

て選任された職業教育専門家調査委員会（De 
yrkesutbildningssakkunniga）の見積もりによれ

ば， 年には徒弟数が 参加の企業で約

２万人であったのが，むしろ 年には 万

５千人ほどに減少した。それに対し，実際に

は３万６千人から４万５千人を養成しなけれ

ばニーズが満たせないと考えられたのである

SOU 1954:11, 52,55 。

では，どうして企業内教育は停滞してしま

ったのであろうか。職業教育専門家調査委員

会は，好況のため，きちんとした訓練を受け

ずとも良い条件で就業する機会がいくらでも

あり，若者が徒弟になりたがらないためであ

ると考えた（SOU 1954:11, 64-65）。確かに

年代には，ベビーブームが起こる一方で，就

業年齢層の内の最も若年層の割合が低下する

傾向が見られた。さらに 年代に入り，連帯

賃金政策が推進されるようになると，賃金平

準化傾向が進み，不熟練・あるいは半熟練職

種と熟練職種の間の賃金格差は平準化される

傾向を見せた。テイラー主義的労務管理が普

及すると，旧来の熟練職種が解体し，労働内

容の単純化が進んで半熟練職種が増大してい

ったことも指摘される 。若者にとって，数年

間にわたって徒弟修業に耐えなくともきちん

と稼げる機会が増えていったのである。

それと同時に使用者にとっては，徒弟教育

にかかるコストも増大していた。先述したよ

うに， 年に職業教育協約が締結され，徒

弟の賃金が団体協約の対象となると，徒弟に

対する報酬は増加傾向となったのである。そ

もそも伝統的に労働組合運動は，企業内教育

（徒弟制）に対して不当に安価に労働力を搾

取する制度とみなして，懐疑的であった。あ

くまでも徒弟を労働者とみなして，正当な賃

金を受け取るべきだと考えていたのである。

これに対して，使用者側にとり，徒弟の労働

力を安価に利用できるのは確かにメリットで

あった。そもそもせっかく教育に投資をして

も，技能を身につけた労働者が他所で働くリ

スクがある限り，徒弟修業中は彼らが安く働

いてくれなければ割に合わなかった。それゆ

え，伝統的に使用者は，徒弟制をあくまで教

育制度と考え，徒弟を労働者とみなすことに

抵抗した 。これに関連して，使用者は企業内

での徒弟数の増加を求めたが，労組の側は徒

弟に対して安価な労働力として濫用されるこ

とを恐れ，むしろ制限を求めたことも指摘さ

れる（Olofsson 2005, s.57）。
一方，若者にとり，徒弟修業を経ずとも実

入りの良い就業機会が広がっていることだけ

が，徒弟となることの魅力を減じているので

はなかった。スウェーデンの労働市場では，

「熟練」労働者の地位は盤石であるとは言え

なかった。徒弟教育を経ても，労働市場で確

固たる地位を得る保証はなかった。徒弟修業

を終えることが熟練労働者であることの必要

条件となり，労働組合への加入条件であった

クラフトユニオンの伝統が存在したイギリス

や，熟練資格の認定が法的な枠組を通じて行

われたドイツと異なり，労働市場で徒弟修業

と熟練資格が結びつけられ，労働者にそれを

持たない労働者に対して特権的な地位をもつ

ようなことはなかったのである。労働市場で

は，しばしば徒弟修業を終了したかどうかよ

りも，就業年数の方が賃金設定で評価された

のである 。前工業化期において，製鉄業など

農村でプロト工業が繫栄し，少なからぬ部分

の技能形成が都市のギルド制の外で展開して

いたスウェーデンでは，労働組合運動におい

てクラフトユニオンの伝統は弱く，早くから

産業別組合として発展した。 年に締結さ

れた金属機械産業の全国規模の労働協約で

は，最低賃金規定が主要な内容となったので

あるが，賃金の格付けについては熟練資格の

有無ではなく就業年数が問題となったのであ

る 。

他方，使用者側が企業内教育制度の拡充に

二の足を踏んでいたのは，徒弟の賃金の問題

だけではなかった。中でも使用者間の利害対

立の存在が指摘できる。先述の通り，各産業

に徒弟委員会が設置されたが，そこで定めた

方針が企業レベルでは守られなかった。先述

したように，コストをかけて徒弟の教育に努

めても，徒弟がそのまま自己の企業に留まる

とは限らなかった。つまり，教育コストを産

業全体で支える仕組みがない状況において

は，教育コストをかけても熟練労働者を確保

できない企業が出てくる一方で，コストをか

けずとも熟練労働者を採用できる企業が生じ

ることとなる。こうしたフリーライダーが横

行する限り，企業が教育コストをかけ続けて

いく誘因は小さくなる。集権的団体協約体制

の下で産業別に徒弟委員会が設置されたが，

その方針や推奨が企業レベルでは守られない

ことが指摘されたが，それにはこのような状

況が背景にあったと思われる 。連帯賃金政

策や積極的労働市場政策が推進される中で，

高離職率が深刻な問題として取り上げられる

こととなったが，それは，企業が教育コスト

をかけるのを，さらに躊躇させる要因となっ

たであろう 。

結局，スウェーデン・モデルとしての集権

的協約体制の下では，将来の労働市場での確

固たる地位を保証して徒弟に低賃金で働くこ

とを甘んじて受け入れさせることも，個別企

業が教育投資を行うことに伴う様々なリスク

を回避する制度やルールを構築することもで

きなかったのである。総じて，企業内教育制

度は，徒弟，労働者，使用者といったステイ

クホルダーの信認を獲得し維持することに失

敗したと言えよう。

このように企業内教育制度が伸び悩む中

で，確実に成長を遂げていたのが学校形態で

の職業教育であった。国家の補助の拡大もあ

って，学校数や収容人員は増加し続けた。例

えば，収容人員は， 年頃には 万５千人

程であったが， 年代末には 万 千人に増

えた（Olofsson 2005, s.103）。
こうした学校形態での職業教育制度の発展

は，次第に企業内教育よりも学校形態での職

業教育の展開に技能形成の主軸を置いていく

考えにつながっていた。例えば，先述した職

業教育専門家調査委員会の報告書は，ドイツ

のように法制化することで企業内教育を強化

していくという考えを否定した。委員会は，

既に現実には 分の の者が学校形態のみの

教育を受けて熟練資格を得ている状況を指摘

する一方，オールラウンドな技能を必要とす

る職種は減少し，より特化した技能での習熟

が求められている中で，日常的な作業を通じ

て年かさの先輩労働者によって技が現場で伝

達されるような旧式の徒弟教育は非効率的あ

り，集約的体系的に行われる全日制の職業学

校の方がそれにふさわしい職業教育の形態で

あることを強調したのである 。

他方学校教育制度全体を見ると，スウェー

デンでも，第二次大戦後に複線型学校制度を

改め，統一学校制度を整備し，同時に義務教

育の年限の延長が進められた。具体的には，

年に 年制の新たな初等教育学校制度の

発足が決まり， 年ほどの試験導入を経て，

年に基礎学校制度がスタートした。その

過程で，新しい統一学校制度での初等義務教

育に続く教育制度の一環として職業教育を位

置づける動きが強まった。例えば，先述のよ

うに，職業教育を行う学校は職業教育庁の所

管であったが，これを学校庁と合併し，新た

な学校庁を設立することが提案された。そこ

には，農業や林業，海運など，これまで学校

庁にも職業教育庁にも管轄されなかった職業

学校も傘下に収めることが意図された

（Olofsson 2005, s.107）。
こうした状況の中で， 年に政府（教育

省）によって選任された職業教育調査委員会

（yrkesutbildningsberedningen）は，これまで

職業教育の主軸を企業内教育に置いていた政

策方針を改め，逆に企業内教育を中等教育学

校機関での職業教育を補完するものとして位

置づけることを提案した 。

こうして職業教育制度における企業内教育

から学校教育への重心転換が起こった。それ

ゆえ，労使中央組織でも方向転換の必要性が

強く認識されることとなる。労働市場職業審

議会は， 年には，労使中央組織が団体協

約を通じて（企業内教育を中心とした）職業
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教育を規制していくという従来の方針を改

め，学校を中心とした職業教育制度において，

中央では新しい学校庁を通じて，地域では地

域の学校統括組織を通じて労使が影響力を行

使していくことを明確にした Redogörelse 
1969 。学校庁でも地域の学校統括組織でも

様々な利害代表が意思決定に関与したのだ

が，その中に労使の利害代表も含まれたので

ある。

さらに 年にはギムナジウム改革が行

われ，職業学校も新しいギムナジウムの中に

統合されることとなった。中等教育制度にお

いて，職業教育は一般教育に統合され，ギム

ナジウムの中のいくつかのコースとして位置

づけられるようになったのである。このよう

に団体協約で統括する企業内教育の比重が著

しく低下する中で， 年には，労働市場

職業審議会の中央事務局（central kansli）の

規模が縮小された（AY 31/10,1973, §10）。こ

うして上記のように，労使中央組織は，団体

協約を通じてではなく，学校庁を通じて職業

教育制度をコントロールしていく姿勢を明確

にしたのである。

６．おわりに

「はじめに」で述べたように，アンデッシ

ュ・ニルソンは，スウェーデンにおける職業

教育制度の歴史的展開を，イギリス型からド

イツ型へ，そしてさらにフランス型へという

形で捉えた。

確かに 世紀半ばにギルドが解体した後，

徒弟制が存続する一方で，民間主導で夜間学

校やスロイド学校と行った職業学校が自発的

に設立されていった。その意味ではイギリス

型の進展があった。その後，第一次大戦前後

の時期に，地方自治体（コミューン）が中心

となって職業学校制度が整備されていった

が，ドイツのように徒弟制を規制する法律は

成立しなかった。しかし，労使の中央集権的

労働協約体制が成立していったことを背景と

して，そのもとで労使協力して企業内教育制

度を整備し拡充していく方向性が追及される

こととなった。こうして企業内教育制度を主

軸として，それと職業学校との連携を進める

形での発展が目指されたのである。職場と学

校との間の連携が求められたという意味で

は，ドイツ型の発展が志向されたと言えよう。

しかし，スウェーデンでは，企業内教育制度

はステイクホルダーの確固たる信認を獲得す

ることができず，十分に定着することはなか

った。その一方で，第二次世界大戦後に統一

学校制度が実現する中で初等義務教育につづ

く学校形態に位置づけなおされ，職業学校制

度は発展していった。それゆえ，職業教育制

度は，国家の管轄の下で学校形態を主軸とし

て展開することとなる。こうして第二次世界

大戦後，職業教育は，むしろフランス型の方

向で発展することとなったのである。その後

の展開について，ここで述べることはできな

いが，基本的には現在に至るまでこの方向性

は保たれていると考えられる。

こうした展開過程は，端的に言えば，スウ

ェーデン・モデルの一環として企業内教育の

形態で職業教育制度を確立していくことに挑

戦し，失敗した歩みであるとも把握できるか

と思われる。こうした職業教育制度がスウェ

ーデン・モデルの興亡にもった意味について

は，今後の検討課題としたい。
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